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1.  平成23年3月期第2四半期の業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 1,160 △5.6 △135 ― △134 ― △147 ―

22年3月期第2四半期 1,229 ― △114 ― △113 ― △81 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △2,462.09 ―

22年3月期第2四半期 △1,358.22 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 3,406 2,991 87.8 49,973.26
22年3月期 3,596 3,139 87.3 52,435.36

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  2,991百万円 22年3月期  3,139百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  

（注）現時点では、23年３月期の配当予想額は未定であります。 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― ― ―

3.  平成23年3月期の業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,318 △8.7 △239 ― △237 ― △259 ― △4,341.22



(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】Ｐ．４「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 59,868株 22年3月期  59,868株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  ―株 22年3月期  ―株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 59,868株 22年3月期2Q  59,868株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期財
務諸表に対する四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変
化等により、予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項は、［添付資料］Ｐ．３「当四半期の業績等に関する定性的情報」（３）業績予
想に関する定性的情報をご覧ください。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期累計期間におけるわが国の経済は、景気の持ち直しの傾向が見られるものの、失業率が高水準に

あるなど依然として厳しい状況にあります。また、金融資本市場の変動やデフレの影響など、景気を下押しするリ

スクが存在しており、今後の情勢に注意が必要な状況であります。 

また、当社の事業ドメインである携帯電話市場においては、携帯電話端末の平成22年８月度の国内出荷台数が

前年同月比104.7％と２ヶ月連続プラスとなり、若干の回復傾向が見られます（出所：社団法人電子情報技術産業

協会）。一方、携帯電話端末買い替えサイクルの長期化が継続している中、次世代携帯電話としてiPhoneをはじめ

とするスマートフォンが急速にシェアを拡大しており、これまでの携帯電話から多様化・多機能化へとスピードを

上げて変化が起きつつあり、当社を取り巻く環境は変革期を迎えております。 

このような状況下、新規モバイルサイトの立ち上げならびに既存サイトの充実、モバイルとリアルイベントと

の連動企画の実施、モバイルと放送が連携するサービス企画および開発、モバイルを活用したプロモーション事業

の構築に取り組んでまいりました。ワンセグチューナー付携帯電話端末の出荷台数に連動するロイヤリティ収入に

おいては計画を上回る推移となりましたが、一部既存サイトにおける会員数の減少傾向や、昨年より取り組んでい

る音楽イベントと連動したオフィシャルモバイルサイトの会員獲得が想定を大幅に下回ったことなどが影響し、前

年同期と比較し減収減益となりました。 

 以上の結果、当第２四半期累計期間における売上高は1,160百万円（前年同期比5.6％減）、営業損失は135百万

円（前年同期の営業損失は114百万円）、経常損失は134百万円（前年同期の経常損失は113百万円）となりまし

た。また、「資産除去債務に関する会計基準」の適用に伴う過年度分の影響額６百万円、および固定資産の減損損

失５百万円を特別損失に計上したことにより、四半期純損失は147百万円（前年同期の四半期純損失は81百万円）

となりました。 

  

○セグメント別の状況 

（エンタテインメント事業） 

 当事業におきましては、主要サービスであるアーティスト・タレントのモバイルサイト運営について積極的な営

業活動を行い、新規加入者の獲得・既存加入者のARPU（Average Revenue Per User）の向上に努めてまいりまし

た。具体的な取り組みとしまして、６月に人気グループ「AKB48」のメンバー13人が所属する株式会社プロダクシ

ョン尾木によるオフィシャルモバイルサイト『AKB48 TeamOgi』のサービスを開始し、７月には、人気の絵本「こ

びとづかん」のオフィシャルモバイルサイト『こびとづかんモバイル』のサービスを開始いたしました。また、８

月に「長渕剛」のオフィシャルモバイルサイト『長渕剛Mobile』にて、『俺たちのニライカナイ made in 沖縄・

琉球2010.8.3』の着うた・着うたフルを期間限定で独占配信するなど、積極的なコンテンツ展開を行っており、今

後も魅力的なモバイルサイトのサービスを提供していく予定であります。 

 以上の結果、当事業の売上高は642百万円、営業利益は82百万円となりました。 

  

（メディア事業） 

 当事業におきましては、放送と通信の連携分野を主要な事業として取り組んでおり、ワンセグチューナー付携帯

電話端末の出荷台数に連動するロイヤリティ収入は携帯電話端末の国内出荷台数の増加を背景に計画を上回る推移

となりました。また、モバイルサイト関連につきましては、７月に『フジTVエンタメｃｈ』にて声優のコンテンツ

『声優★部活日誌（こえかつ）』のサービスを開始するなど、既存サイトの充実に努めてまいりました。９月から

は当社で運営する「節約」をコンセプトとしたモバイルサイト『今週の節約レシピ・モバイル』にて、従来の広告

収入に加え、レシピ登録可能件数が無制限となる有料課金サービスを開始するなど、収益の拡大に取り組んでまい

りました。 

 以上の結果、当事業の売上高は379百万円、営業利益は79百万円となりました。 

  

（ビジネスソリューション事業） 

 当事業におきましては、企業向けにモバイルソリューションの提供を行っており、大手通信販売会社向けに、モ

バイルECサイトの構築・運用を、また、大手食品メーカー向けに、モバイルプロモーションの企画・制作・運用等

を、ほぼ計画通り提供することができました。また、来期以降の本格的な収益化を目標に、『POSデータ・デジタ

ルサイネージ・FeliCa』を活用したストア連動型販促プラットフォームの提供を計画しており、小売店への導入に

より、利用者の満足度向上や販売機会の増加、さらには、メーカーとの連携によるトータルプロモーションの実現

を目指してまいります。 

 以上の結果、当事業の売上高は126百万円、営業利益は32百万円となりました。 

  

１．当四半期の業績等に関する定性的情報



（２）財政状態に関する定性的情報 

イ．財政状態の分析  

当第２四半期会計期間末の資産合計は3,406百万円と前事業年度末比で189百万円（5.3％）減少いたしまし

た。負債合計は前事業年度末比42百万円（9.3％）減少の414百万円、また純資産合計は前事業年度末比147百万

円（4.7％）減少の2,991百万円となりました。 

流動資産につきましては、201百万円減少しました。これは、現金及び預金が105百万円減少したこと等、なら

びに、売上債権の回収により受取手形及び売掛金が54百万円、固定資産の売却に伴う未収入金の回収により、そ

の他流動資産43百万円が減少したこと等によるものであります。 

固定資産につきましては、大きな変動はありませんでした。 

負債につきましては、42百万円減少しています。これは仕入債務の支払により買掛金39百万円が減少したこと

等によるものであります。 

  

ロ．資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は67百万円(前第２四半期累計期間は35百万円の支出)となりました。 

これは、売上債権の減少54百万円、減価償却費21百万円、および減損損失5百万円等があったものの、税引前

四半期純損失146百万円の計上等の減少要因があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は37百万円（前第２四半期累計期間は16百万円の収入）となりました。 

これは、有形・無形固定資産の取得による支出16百万円、長期前払費用の取得による支出21百万円があったこ

とによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は0百万円（前第２四半期累計期間は0百万円の支出）となりました。 

これは、リース債務の返済によるものであります。 

  

（３）業績予想に関する定性的情報 

 当社を取り巻く環境は、携帯電話のハード面においては従来型の携帯電話からスマートフォンのシェア拡大、ソ

フト面においては通信環境の高速・広域化によるリッチコンテンツへのニーズの高まりから、携帯電話ユーザーの

ニーズの多様化がますます進んできております。 

 このような状況下、エンタテインメント事業におきましては、スマートフォンへの対応、サイト関連グッズなど

の商品販売についても積極的な取り組みを行い、多様なユーザーニーズにこたえる事によって収益の拡大を目指し

てまいります。 

 メディア事業におきましては、引き続きワンセグチューナー付携帯電話端末の出荷台数に連動するロイヤリティ

収入を見込んでおり、また、携帯電話向けアプリケーション等の開発受託案件の獲得による収益拡大を計画してお

ります。さらに、2011年の地上アナログ放送停波後、同周波数帯域を利用した携帯電話向けサービスを提供する携

帯端末向けマルチメディア放送が開始されることから、新規プラットフォーム向けのアプリケーション開発やコン

テンツ提供など、新しいサービスの提供についても積極的に展開してまいります。 

 ビジネスソリューション事業におきましては、企業向けモバイルサイト制作・運用業務、モバイルプロモーショ

ンの受注拡大を目指してまいります。また、来期以降の本格的な収益化を目標に、引き続き『POSデータ・デジタ

ルサイネージ・FeliCa』を活用したストア連動型販促プラットフォームの構築やメーカーとの連携によるトータル

プロモーションの実現を目指してまいります。 

 また、業務効率化等を行い、さらなる経費削減による収益改善に取り組む所存であります。 

 なお、平成22年11月１日に公表いたしました平成23年３月期の業績予想に変更はございません。 

  



（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

該当事項はありません。  

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。  

 これにより、当第２四半期累計期間の営業損失および経常損失はそれぞれ450千円増加し、税引前四半期純損

失は6,683千円増加しております。 

  

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。   

  

２．その他の情報



３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,491,763 1,597,192

受取手形及び売掛金 537,843 592,048

商品及び製品 190 187

仕掛品 1,500 －

預け金 － 1,000,003

その他 31,835 75,617

貸倒引当金 △2,303 △2,480

流動資産合計 3,060,829 3,262,568

固定資産   

有形固定資産 45,148 40,818

無形固定資産 35,763 46,958

投資その他の資産 264,857 246,040

固定資産合計 345,770 333,817

資産合計 3,406,599 3,596,386

負債の部   

流動負債   

買掛金 286,194 326,181

未払法人税等 5,268 6,322

ポイント引当金 1,722 1,843

その他 106,007 120,156

流動負債合計 399,193 454,504

固定負債   

資産除去債務 14,093 －

その他 1,513 2,681

固定負債合計 15,606 2,681

負債合計 414,800 457,186

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,770,425 1,770,425

資本剰余金 1,467,249 1,467,249

利益剰余金 △245,875 △98,474

株主資本合計 2,991,799 3,139,199

純資産合計 2,991,799 3,139,199

負債純資産合計 3,406,599 3,596,386



（２）四半期損益計算書 
（第２四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 1,229,529 1,160,276

売上原価 738,404 618,821

売上総利益 491,124 541,454

販売費及び一般管理費 606,029 677,276

営業損失（△） △114,905 △135,821

営業外収益   

受取利息 1,540 885

受取配当金 － 30

その他 379 11

営業外収益合計 1,920 927

営業外費用   

支払利息 45 23

その他 － 2

営業外費用合計 45 25

経常損失（△） △113,030 △134,920

特別利益   

貸倒引当金戻入額 35,000 －

特別利益合計 35,000 －

特別損失   

減損損失 － 5,010

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,233

固定資産除却損 2,138 91

特別損失合計 2,138 11,335

税引前四半期純損失（△） △80,168 △146,255

法人税、住民税及び事業税 1,145 1,145

法人税等合計 1,145 1,145

四半期純損失（△） △81,313 △147,400



（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △80,168 △146,255

減価償却費 55,207 21,888

減損損失 － 5,010

貸倒引当金の増減額（△は減少） △35,150 △177

受取利息及び受取配当金 △1,540 △915

支払利息 45 23

固定資産除却損 2,138 91

売上債権の増減額（△は増加） 56,037 54,205

たな卸資産の増減額（△は増加） △45,712 △1,502

仕入債務の増減額（△は減少） 11,012 △39,986

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,233

その他 3,263 35,149

小計 △34,868 △66,235

利息及び配当金の受取額 1,540 915

利息の支払額 △45 △23

法人税等の支払額 △2,354 △2,290

営業活動によるキャッシュ・フロー △35,727 △67,633

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △35,010 －

有形固定資産の取得による支出 △5,267 △5,438

無形固定資産の取得による支出 △25,870 △11,037

貸付金の回収による収入 35,000 －

敷金の回収による収入 47,668 182

長期前払費用の取得による支出 － △21,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 16,520 △37,294

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △480 △502

財務活動によるキャッシュ・フロー △480 △502

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △19,687 △105,432

現金及び現金同等物の期首残高 2,639,568 2,597,195

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,619,881 2,491,763



該当事項はありません。  

該当事項はありません。  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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